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第１章 未来戦略推進プランの基本的な考え方 

（１） 未来戦略推進プランの目的と性格

●プランの目的 

これからの少子高齢・低成長社会では、居住の場として、また、経済活動の場として、そして自己実

現の場としても、都市や地域が選ばれる時代です。 

我が国全体として人口減少時代にあるなか、豊島区が選ばれていくためには、明確な将来ビジョンと

政策を掲げて地域が持てる力を引き出し、様々な主体と協力しながら地域経営を進めていくことが重要

です。地域社会が総力を結集して、個性を活かした独自の政策を形成し、魅力あるまちづくりを進める

ことで、自治体経営の持続可能性に対する信頼を高めていく必要があります。 

豊島区に住み、暮らし、働き、学び、活動し、交流していくうえで、地域社会が提供するハード、ソ

フトの魅力が総合的に将来にわたって持続されるという安心感、その信頼こそが「住みたいまち、訪れ

たいまち」をかたちづくる最も重要な要素となります。このプランは、こうした都市としての信頼（ブ

ランド）を確かなものとし、誰もが多様な文化を享受し合い、世界中の人々を魅了する賑わいあふれる

都市づくりを推し進めていくために、“都市経営”と“行政経営”の視点から、次世代に豊かな豊島区

を引き継いでいくための戦略を明らかにすることを目的として策定するものです。 

●プランの性格 

未来戦略推進プランは、次の３つの性格をあわせ持つ計画です。 

○「豊島区基本計画」の実施計画 

平成 15 年３月、「未来へ ひびきあう 人 まち・としま」を将来像とする基本構想を定め、平成

27 年３月には社会経済状況の変化を踏まえた見直しを行いました。また、基本計画については、平

成 28 年３月に平成 28 年度から令和７年度末までの 10 か年を計画期間として策定し、令和４年３

月に後期部分の見直しを行いました。しかしながら、今般のコロナ禍の影響により社会経済状況や

区民意識、区民ニーズなどが大きく変化したことから、区政運営に早急に反映させるべく、令和７

年度末に予定していた基本計画の策定については、基本構想とともに令和６年度末に前倒します。 

プランはこの基本計画の実施計画としての性格を持つものであり、基本計画が示す都市像の実現

や地域づくりの方向、政策・施策の着実な実施に向けた事業の具体化を図り、実行していくための

ものです。 

○ 都市経営の戦略 

「基本計画」が掲げる「地域経営の方針」に基づき、都市経営という視点から、「安心戦略」と

「成長戦略」の好循環、そして目指す都市像の実現に向け、政策相互の効果的な融合と施策の重点

化を促進する計画です。 

○ 行政経営の戦略 

財政危機を克服することを主眼として、これまで数次にわたって取り組んできた行政経営改革を

継承しつつ、民との協働による「豊かな公共、スリムな行政」という考え方に基づき、変化が激し

い時代に対応した行政経営システムを確立する計画です。

１ 未来戦略推進プランの位置づけ
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（２） 未来戦略推進プランの計画期間

プランの計画期間は、平成 28年３月策定（令和４年３月後期見直し）の「豊島区基本計画」（10か年）

の実施計画として３か年とし、毎年度新たな内容や修正を加えつつ、ローリング（改定）してきました。 

令和６年度末の「豊島区基本計画」とあわせ、実施計画であるプランも新たに策定するため、「未来戦

略推進プラン 2024」の計画期間は 2024 年度の 1 か年としますが、事業内容等については、今後の実施

見通しとして、2026 年度までの３か年分を掲載します。

年度 
2014 

Ｈ26 

2015 

Ｈ27 

2016 

Ｈ28 

2017 

Ｈ29 

2018 

Ｈ30 

2019 

R1 

2020 

R2 

2021 

R3 

2022 

R4 

2023 

R5 

2024 

R6 

2025 

R7 

基本計画 

10 か年 

プラン 

実施計画 

３か年 

（３） 未来戦略推進プランの構成

第１章

未来戦略推進プランの基本的な考え方

第２章

未来戦略推進プランの目標

第３章

地域別事業計画

第４章

新たな行政経営システムの展開

第５章

公共施設等のマネジメントの推進

第６章

政策分野別の事業計画（基本計画の実施計画）

※構想期間：21世紀の第１四半世紀 

基
本
構
想
（
改
定
）

基本計画の
実 施 計 画
と し て の
位 置 づ け

未来戦略推進プラン
2016

実施計画として、

毎年度ローリング

未来戦略推進プラン
2017

未来戦略推進プラン
2018

未来戦略推進プラン
2019

豊島区基本計画（後期） 豊 島 区 基 本 計 画 

未来戦略推進プラン
2020

未来戦略推進プラン
2021

未来戦略推進プラン
2022

検討 前倒し
策
定

未来戦略推進プラン2024 
（計画期間は1か年、事業内容等は2026年度までの3か年分を掲載）

未来戦略推進プラン
2023

プラン
2024
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第１章 未来戦略推進プランの基本的な考え方 

（１） 人口と人口密度の推移

平成９年を底に平成 14 年まで増加傾向が続いていた区の人口は、平成 15 年、平成 16 年の２年間一

時的に減少しました。その後、平成 17 年には再度増加に転じ、令和２年まで増加し続けました。令和

３年、令和４年は減少しましたが、再び増加に転じ、令和６年１月現在 291,650 人となっています。 

区の人口の増加数は、平成19年以降おおむね2,000 人から3,000人台の増加で推移していましたが、

令和３年、令和４年は減少しました。令和６年１月現在の人口は、前年と比較して、日本人人口は 853

人の減少、外国人人口は 3,799 人の増加、全体としては 2,946 人の増加となりました。 

また、区の人口密度は、令和６年１月現在１ヘクタールあたり 224.2 人となり、全国一の人口密度の

高さを維持しています。 

２ 人口等からみた都市の状況

［将来像編］ 5



未来戦略推進プラン２０２４ 

40%

45%

50%

55%

60%

65%

70%

15% 20% 25% 30% 35% 40%

ファミリー世帯の割合

単
独
世
帯
の
割
合

千代田

中央

港

新宿

文京
台東

墨田

江東

品川

目黒 大田

世田谷

渋谷

中野

杉並

豊島

北

荒川

板橋

豊島区

ファミリー世帯 20.9％

単独世帯 64.0％

練馬
足立

葛飾

江戸川

（２） 世帯類型別の推移

区の世帯数は、平成 27 年から

令和２年までの間に 7,443 世帯

増加し、183,819 世帯となりま

した。 

世帯類型別にみると、「単独世

帯」「ファミリー世帯（※）」「夫

婦のみの世帯」すべての世帯類

型で世帯数が増加しています。 

特に「単独世帯」の増加が著

しく、全世帯に占める割合は、

令和２年で約64％となっていま

す。一方、「ファミリー世帯」は

増えているものの、その割合は

21％となっています。 

23 区の中で比較すると、単独

世帯」の割合は新宿区、渋谷区

に次いで高く、「ファミリー世

帯」の割合は新宿区、渋谷区、

中野区に次いで低くなっていま

す。 

（※「ファミリー世帯」は、「夫婦と 

子の世帯」、「ひとり親と子の世帯」、 

「三世代世帯」の合計）

豊島区の世帯類型別推移

豊島区の世帯類型別構成比 単独世帯とファミリー世帯の割合 

※単独世帯数について 
平成 17 年の数値は、世帯類型不詳世帯

の増加を踏まえて修正した推計値。統計
上の数値は 70,122 世帯 
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（３） 少子高齢化の進展

 年齢構成別の人口の推移をみると、０～14 歳は、平成 19年以降増加傾向にありましたが、令和４年

に減少となりました。令和５年は増加しましたが、令和６年は再び減少となりました。15～24 歳は平成

26 年度以降横ばいでしたが、令和３年以降微減が続いています。40～64 歳は平成 20年以降一貫して人

口が増加し続けています。生産年齢人口における比較的若い層といえる 25～39 歳の人口は、平成 25 年

以降減少し続けています。65 歳以上人口は平成 31 年以降減少が続いている一方で、75 歳以上人口は増

加傾向が続いており、高齢者人口における後期高齢者の割合が増加しています。 

 ０～14歳における構成比は、平成 19年以降の人口増に伴い緩やかに増加し、令和６年は 9.5％とな

っています。また、40～64 歳は 36.3％、75 歳以上は 12.0％と、ともに最も高い割合を示しています。

その一方で、15～24 歳においては 8.3％と低く、25～39 歳においては 24.4％と平成 22 年以降継続して

減少しています。 

豊島区の総人口に占める高齢者の

割合は19.4％で、23区の中で比較す

ると、７番目に低い値となっています。 

一方、年少者の割合は8.9％で、台

東区、新宿区に次いで３番目に低い状

況です。 

豊島区の年齢構成別人口の推移
（各年 1月 1日現在・住民基本台帳（日本人住民のみ）） 
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（４） 出生数の推移

減少を続けてきた出生数は、平成７年以降、1,400～1,500 人前後でほぼ横ばいで推移してきました。

平成 17 年以降は増加傾向にありましたが、平成 30年より減少に転じました。令和４年の豊島区の出生

数は 1,854 人となり、前年と比較して大きな変化はありません。 

合計特殊出生率については、平成 15 年以降、増加傾向にありましたが、平成 30年より減少に転じま

した。令和３年に再び増加し、令和４年の豊島区の合計特殊出生率は横ばいの 0.93 となっています。 

（※合計特殊出生率：その年次の出生率で子どもを産むと仮定した時の、一人の女性が一生のあいだに産む子どもの数） 

※合計特殊出生率の算出には日本人人口を用いている。 

出典：厚生労働省「令和４年(2022)人口動態統計（確定数）の概況」 

   東京都福祉保健局「人口動態統計年報（確定数）令和４年」 

昭和 令和
（年）

平成
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※豊島区以外については、昼間人口が夜間人口の1.5倍以上となる区を比較

（５） 昼間人口の推移

豊島区の昼間人口（流入と残留）(人) 

昼間人口（就業と就学を目的とした地域間移動後の人口）は、平成２年の 42 万 5,691 人をピーク

として減少傾向にあり、平成 27 年度時点では 42万人を下回っていましたが、令和２年の国勢調査で

は増加に転じ、42 万 5,646 人と 42 万人を上回りました。昼間人口を比較した他の区でも、全ての区

で増加しています。 

（※平成 17年の国勢調査の統計表では、豊島区の昼間人口は 378,475 人です。39万人は、これに集計対象外となっ

ている年齢不詳等の人口を補正して加えた推計値です。）

流入人口については、平成 27年の国勢調査では 11 区が増加し、減少した区は豊島区を含む 12 区

となりましたが、令和２年の国勢調査では 23 区全てで増加となりました。 

毎日区外から豊島区内に通勤・通学する流入人口の増減は、都市の活力を示す重要なバロメーター

です。今後、池袋副都心を中心に商業業務機能を再生し、就業者を増やしていくことが課題です。 

（令和 2年国勢調査）
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（令和 2年国勢調査）

昼間人口の推移
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（６） 種類、構造別家屋の床面積の推移

区内家屋の床面積を種類別にみると、住宅系が

70.1％、業務系が 29.4％となっています。 

住宅系では、「非木造 住宅、アパート」が最

も多く 51.1％、次いで「木造 専用住宅」（戸建

住宅）が 12.6%、「木造 アパート」が 4.7％、「木

造 併用住宅」（店舗等と住宅の併用）が 1.7％

です。 

また、業務系では、「非木造 事務所、店舗、

百貨店、銀行」が 25.0％、「非木造 病院、ホテ

ル」が 3.0％、「非木造 工場、倉庫、市場」が

1.4％となっています。 

 これらの種類、構造別床面積の経年推移をみる

と、「非木造 住宅、アパート」が増加傾向にあ

ることがわかります。 

 「非木造 事務所、店舗、百貨店、銀行」につ

いて、増加傾向にある区と比較すると、ほぼ横ば

いの状況であり、池袋副都心の再生にとって、こ

うしたオフィスを増やし、昼間人口の増加を目指

すことが課題となっています。 

出典：東京都統計年鑑 

「地域， 種類， 構造別家屋の棟数及び床面積」より 
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第１章 未来戦略推進プランの基本的な考え方 

（７） 池袋駅の乗降客数の推移

池袋駅の一日乗降客数（JR、私鉄、地下鉄の

計）は、平成６年度以降減少傾向にありました

が、平成 16 年度の 261 万人を底に、平成 19年

度では 272 万人まで増加しました。その後、平

成 20年度には再び減少し始め、平成 23年度に

は約 250 万人となりました。これは、平成 20

年６月に副都心線が開通したことが少なから

ず影響したと考えられます。 

しかし、平成24年度以降は再び増加に転じ、

平成 30年度には約 268万人まで増加しました。 

平成 24 年度以降の増加の背景には東京メトロ

の乗降者数が増えたことが大きな要因として 

あげられ、副都心線と東急東横線との相互直通運転開始時期と重なっています。 

令和２年度は約 180 万人と大きく減少しました。これは、コロナ禍によるテレワークの増加や外出自

粛が大きく影響していると考えられます。令和３年度以降は増加に転じ、令和４年度は約 217 万人に回

復しています。 

区内各駅の一日乗降客数（令和４年度） 

［将来像編］11



未来戦略推進プラン２０２４ 

（８） 景気変動の影響を受ける地価の状況（地価公示）

 平成 17 年まで減少を続けてきた豊島区の地価（地価公示による用途別平均）は、平成 20 年９月のリ

ーマンショックを契機とした世界的な金融危機と世界経済悪化の影響を受け、平均変動率で平成 25年

まで５年連続の下落となっていました。その後、平成 26 年からは住宅地、商業地ともに上昇に転じ、

令和２年まで７年連続で上昇しましたが、令和３年はコロナ禍の影響を受け、上昇傾向から下落傾向に

転じました。令和４年以降は再び上昇に転じ、令和５年には、住宅地が１平方メートルあたり約 68万

円、商業地が約 227 万円となり、住宅地は前年比 4.8％、商業地は 4.3%上昇しました。 

23 区でみると、住宅地と商業地の地価はすべての区が前年より上昇しています。23区全域の平均地

価は、住宅地においては前年比 3.7％、商業地においては 1.9％上昇しました。 

地価は景気変動の影響を大きく受けますが、住宅地・商業地ともに、魅力的なまちづくりを引き続き

展開し、その価値を高めていくことが課題となっています。 
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第２章 未来戦略推進プランの目標 

第２章 

未来戦略推進プランの目標 
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未来戦略推進プラン２０２４ 
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子ども・若者・女性の

声を受け止め
声をつなげる

誰も取り残さない

人・地域・企業が
つながり 今日を超える

区政の 基本姿勢 「 つのつながる」

“アート・カルチャー”が日常にあふれるまち4

誰
も
が
住
み
た
く
な
る
「

つ
の
ま
ち
づ
く
り
」

笑顔で元気な“としまっ子”が育つまち3

「大事なものを大切に未来につなげる」 「声を受け止め 声をつなげる」 「人・地域・企業が
つながり今日を超える」 の 「3つのつながる」 を基本としながら、豊島区に住む人、働く人、
学ぶ人、活動する人など、豊島区に関わるすべての 「ひと」 が主役のまちを実現するため、
「8つのまちづくり」 を展開します。これらまちづくりの土台として、SDGsの理念である「誰一
人取り残さない」施策を展開し、持続可能なまちの実現を目指します。

教育

文化・観光

商店街

誰もが安全・安心に暮らせるまち１

豊島区の目指すまちづくり
「ひとが主役」 みんなでつくる“としまの未来”

区政のさらなる発展
区政の中長期的テーマである、「文化を基軸とした
まちづくり」 「子どもと女性にやさしいまちづくり」 「高
齢者にやさしいまちづくり」 「安全安心なまちづくり」を
更に発展させ、未来につながる、持続発展するまち
づくりに取り組みます。

子ども、若者、女性の声を
大切にする区政
新たに開始した「子どもレター」 「区民による事業提
案制度」 「未来としまミーティング」をはじめ、子ども
や若者、女性など、多くの区民の声を広く受け止め、
区民目線の区政を展開します。

誰も取り残さない区政
貧困、保健、教育、ジェンダー、多様性の尊重など、
SDGsの実現に向けた施策を展開し、「誰も取り残
さない」区政を目指します。
区内企業・団体・大学など、産官学連携を強化し、
地域課題への対応とともに、活気あるまちづくりを目
指します。

防災 防犯 健康

出産時から乳児期の支援妊娠中から出産時の支援 子育て期の支援

社会的養護等障害児・医療的ケア児

学習・スポーツ

暮らし 孤立防止 相談強化

産業振興

回遊性（ウォーカブル） バリアフリー 公園

脱炭素 地域美化 ごみ減量・清掃 都市公害

切れ目のない支援で子育てしやすいまち2

シニアライフが輝くまち５

商店街を元気に 起業・創業を応援するまち6

地球にも人にもやさしい持続可能なまち7

人が主役の“ウォーカブル”なまち8

あらゆる「人」が主役のまちづくりにむけて

区政を推進するための区役所改革

これまでの区政の継承・発展

大事なものを大切に
未来につなげる

事業者支援

遊び場
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池袋地区を中心とした「ウォーカブルなまちづくり」を推進するため、官民連携事業を働きかけ、
地域を主体とした取組の一つとして、「池袋エリアプラットフォーム」を支援します。

■ ウォーカブルなまちづくり推進事業

池袋駅を起点にまちの東西をつなぎ、回遊性を高めることを目的に、池袋駅周辺の将来像
を描いた「（仮称）池袋駅コア整備方針」に基づき、具体的なまちづくり事業を展開する
ための計画を検討します。

・池袋駅西口地区での、再開発を通した駅前再編の検討を進めます。
・池袋駅上空での、東西を繋ぐデッキの実現に向けた検討を進めます。

■ 池袋副都心再生推進事業

過度に自動車に依存しない「人が主役」となる交通環境の実現を目指し、必要な調査や
検討を行いつつ、関係者による協議、調整を実施します。

■ 池袋副都心交通戦略推進事業

東池袋駅周辺のまちづくりの将来像と優先的な取組みを目的とした「東池袋駅周辺まちづく
り方針」に基づき、公民連携によるまちづくりを推進します。

■ 東池袋駅周辺まちづくり推進事業

８つのまちづくり８
人が主役の“ウォーカブル”なまち
池袋駅周辺を皮切りとして、まちを歩きながら、音楽・食・癒やし・学び・遊びなどを楽しむことができる、回遊性の高い、「ひと」が主
役のまちを実現します。
まちや施設のバリアフリー対策を推進するとともに、地域の憩いの場・賑わいの場としての広場や公園をあわせて整備します。

回遊性のあるまちづくり

▲ 池袋駅西口地区
市街地再開発事業

（準備組合）※イメージ

▲グリーン大通り
池袋リビング・ループ

エリアマネジメント（定期開催）

▼南池袋二丁目C地区
市街地再開発事業（工事中）

▲立教通り
無電柱化・一方通行化

環境モデル路線（工事中）

東池袋一丁目地区 
市街地再開発事業（事業中）

before

after

★企業や団体・学校等、多様な活動主体がエリアの将来像を共有する
「池袋エリアプラットフォーム」

▲取組方針となる
「池袋未来ビジョン」
R6.3策定 ※イメージ

※（ ）内の事業進捗は、令和６年１月現在

・池袋駅東口地区での、明治通りのクルドサック化とグリーン大通りの
歩行者広場化に向けた検討を進めます。

▲池袋駅上空「東西デッキ」
池袋駅の東西を繋ぐ
線路上空の歩行者動線（検討中）

・主要な道路では、沿道の民有地や民間施設との連携により、歩行者空間を
拡充し、安全で賑わいのある魅力的な“通り”を創出します。

▲勉強会やワークショップを開催

▲東池袋駅周辺
都市計画道路補助第１７５号線

（検討中）

［R6新規・拡充事業］
・ 池袋駅東口街区再編まちづくり推進

継続

継続

継続

拡充
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https:/ /www.city.toshima.lg.jp/429/asistoshima/2012091630.html
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令和６年度 完成予定の施設

令和６年度 策定・改定予定の主な行政計画令和６年度 策定・改定予定の主な行政計画

【区民ひろば朝日 1月オープン】

【千早スポーツフィールド 10月オープン】

【高南保育園 ３月オープン】

（グラウンド全景） （管理棟）

計画名 計画期間 所管課

豊島区基本構想・豊島区基本計画 令和7年度～今後検討
基本構想審議会にて検討 企画課

豊島区地域防災計画 令和6年度修正
（終期の定めなし） 防災危機管理課

豊島区困難女性支援計画 令和7年度～令和8年度 男女平等推進センター

豊島区スポーツ推進計画 令和7年度～今後検討 学習・スポーツ課

豊島区生涯学習推進ビジョン 令和7年度～令和11年度 学習・スポーツ課

豊島区環境基本計画 令和7年度～令和12年度 環境政策課

豊島区子ども・若者総合計画 令和7年度～令和11年度 子ども若者課

豊島区社会的養育推進計画 令和7年度～令和11年度 子育て支援課

豊島区教育ビジョン（豊島区教育振興基本計画） 令和7年度～令和11年度 庶務課
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未来戦略推進プラン２０２４ 
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第４章 新たな行政経営システムの展開 

第４章

新たな行政経営システムの展開
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未来戦略推進プラン２０２４

（１） 本区の予算規模と財政状況

本区の一般会計当初予算規模は、平成 25 年度までの約 20 年間は 1,000 億円前後を推移してい

ましたが、平成 26 年度以降から徐々に右肩上がりとなり、令和６年度予算案においては過去最大

の 1,529 億円となりました。 

同様に、一般会計の歳入・歳出決算額は平成 25 年度までは 1,000 億円前後で推移していました

が、平成 26 年度・27 年度は庁舎移転関連経費により大きく増加したほか、28 年度以降も学校改

築を始めとする区有施設の更新などの投資的経費が増加したことなどから、近年は 1,400～1,500

億円台の決算額となっています。 

本区の基幹歳入の一つである特別区民税は、本区における平成 17年から令和２年までの一貫し

た人口増加や社会全体の景気回復を背景に、コロナ禍の影響を受ける前の令和２年度までは堅調

に推移してきました。 

また、同じく基幹歳入の一つである特別区財政調整交付金は、法人住民税が原資の一つとなっ

ていることから、景気変動や企業業績に大きく左右される側面があり、リーマン・ショックの影

響を大きく受けた平成 21 年度は前年度比 39 億円の減、コロナ禍の影響を大きく受けた令和２年

度は前年度比 40 億円の減となりました。令和３年度は堅調な企業業績等からコロナ前の水準を上

回る水準まで回復し、令和４年度は過去２番目の規模となる 353 億円となっています。 

過去に本区は、経常的な歳入が減少したにもかかわらず歳出を縮減しない、「身の丈」を超えた

行財政運営を続けた結果として、平成 11 年度には借金が貯金を 836 億円もの規模で上回るなど、

未曽有の財政危機を経験しました。その後、人件費や投資的経費の抑制や徹底的な行財政改革に

取り組んだ結果、平成 25 年度末には 23 年振りに貯金が借金を上回り、令和４年度末まで８年連

続で貯金が借金を超過するなど、健全な財政状況を維持しています。 

令和２年以降の新型コロナウイルス感染症の感染拡大や不安定な国際情勢による物価高騰を受

け、本区は感染症対策や物価高騰対策等、区民生活に直結する分野の施策に最優先で取り組んで

きました。そのような状況でも、特別区財政調整交付金を始めとする基幹歳入の落ち込みが長期

化しなかったことから、令和４年度末の貯金残高は過去最高の 507 億円となりました。 

行財政の現状と課題１

一般会計当初予算額の推移 一般会計歳入・歳出決算額の推移

（年度）
平                                        令

（年度）
平                                           令

歳入 

歳出 

（億円） （億円）
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第４章 新たな行政経営システムの展開 

このような強固な財政基盤を背景に、世代間の公平性を図るバランスの良い貯金と借金の活用

を行うことで財政の健全性を保ちながら、これまで以上に区民視点に立った施策を展開すること

で、区民サービスのさらなる充実を図りながら、時代や区民ニーズの変化に的確に対応できる財

政運営を継続していく必要があります。 

本区は、かつて直面した財政危機を教訓として、近年の財政規模が膨張している状況に留意し

つつ、今後の社会経済情勢の変化を的確に把握することで基幹歳入の動向を注視するとともに、

歳入の規模に見合った「身の丈」を常に意識しながら、既存事業の見直しと新たな施策の展開を

両立させる中長期的な視点での財政運営に努めていきます。 

（２） 特別区民税の状況

 特別区税のうち特別区民税は、減

税や景気低迷による所得の低下、そ

して政策減税等により、平成４年度

の 279 億円をピークに減少が続き、

平成 11 年度以降は、約 200 億円前後

で推移してきました。その後、景気の

回復等により一旦増加しましたが、

平成 20 年秋に発生した世界的な景

気悪化を受け、平成 22年度には再び

減少し、238 億円となりました。 

その後、景気の回復等によって、税収は  

増加を続けましたが、令和３年度はコロナ禍

の影響を受け減少し、令和４年度に再び増加

し、323 億円となりました。 

特別区民税の推移 

※グラフ中の政策減税影響額とは、特別減税（平成 11 年度からは

定率減税）と平成 11 年度からの最高税率の引き下げ（課税標準

額 700 万超 12％→10％）による区税の減収分（調定額）です。 

特別区財政調整交付金の推移（億円）

（年度）

平                                                                               令

普通交付金

特別交付金
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未来戦略推進プラン２０２４

特別区民税(所得割)の納税義務者数は、令和３・４年度を除き増加傾向にあり、課税額は令和

３年度を除き増加しています。 

また、豊島区の特別区民税（所得割）の税収構造

を見ると、課税標準で 700 万円を超える 9.4％の

納税義務者が、42.1％の税を負担する状況となっ

ています。 

少子高齢・低成長社会において、区民福祉を向上

させ、持続的な地域経営を進めていくためには、現

在の人口や税収を前提として考えるだけでは限界

があります。 

長期的に安定した歳入を確保するため、居住の

場、そして経済活動の場としての魅力を高め、バラ

ンスのとれた人口・世帯構成を確保するための取

組が重要です。 

特別区民税・課税額の推移 

特別区民税（所得割）の課税標準別・納税義務者の割合の23区比較〔令和５年〕 

特別区民税・納税義務者の推移 

課税標準の 
段階区分 

特別区民税（所得割）の税収構造〔令和５年〕 
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第４章 新たな行政経営システムの展開 

（３） 義務的経費の増大傾向

 区の歳出は、一般的に、扶助費、公債費及び人件費の義務的経費、公共施設を整備するための

投資的経費、そして様々な区民サービスに充てるための一般行政経費の３つに分けられます。 

実態を分かりやすく示すため、義務的性格が強い特別会計（国民健康保険事業、老人保健医療、

後期高齢者医療事業、介護保険事業） 

への繰出金を一般行政経費から差し引

いて義務的経費に加えるとともに、基金

への積立金についても一般行政経費か

ら切り離して示したのが右のグラフで

す。 

これまでの推移を見ると、経常的・固

定的な義務的経費が大きく増加し、ニー

ズの変化に対応して新たな施策を展開

するための、政策的経費が確保できない

状態が続いてきました。 

区民サービスに充てるための一般行

政経費（繰出金、積立金を除く）につい

ては、事業の再構築や民間委託等の効率

化に向けた取組により、平成７年度をピ

ークとして減少傾向にありましたが、18

年度以降は増加傾向に転じています。平

成 26・27 年度は庁舎等建設基金運用金

の償還（111 億円・79 億円）、令和２年

度は特別定額給付金の支給により大き

く増加しています。

 また、義務的経費（繰出金を含む）の

内訳をみると、扶助費の増加が顕著とな

っており、平成 15 年度以降、生活保護

費の増や児童扶養手当の区移管、児童手

当の拡充などにより増加の一途をたど

っています。令和４年度は、子育て世帯

への臨時特別給付金の規模が縮小した

ことなどから、前年度比 5.4％、23 億円

の減となる 412 億円となり、10 年ぶり

に減少に転じました。公債費は、平成 23

年度に銀行債の満期一括償還があった

ため、一時的に増大しましたが、それ以

降は減少し、令和４年度は 31 億円とな

っています。  

（年

歳出（性質別）の推移

(普通会計決算ベース)（億円）

（年度） 

平 令 

義務的経費の推移
(普通会計決算ベース) 

（年度） 

平 令 

（億円）
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未来戦略推進プラン２０２４

（４） 人件費と職員定数の減少

 義務的経費のうち、人件費

（普通会計ベース）についてみ

ると、平成 12年度の清掃事業

移管により一時増加していま 

す。平成 13 年度以降は減少傾

向が続いていましたが、27 年

度以降は共済費本人負担額の

計上方法を見直したため、増加

しました。令和２年度の増加は、

会計年度任用職員制度の導入

によるものです。 

 また、職員給についてみると、

平成７年度の 203 億円をピー

クに減少を続けており、令和３

年度では 123 億円となり、ピー

ク時からは 80億円、約 39％減

少しています。 

また、職員数の推移について

みると、平成５年度の 3,098 人

をピークとして減少傾向にあ

りましたが、行政需要の高まり

などから、令和元年度以降増加

傾向となっています。

人件費の推移

職員数は、総務省の「地方公共団体定員管理調査」の基準に合わ

せ、地方自治法第 252 条の 17 の規定による一部事務組合等への派

遣職員数等を除いた数でお示ししています。 
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清掃事業の移管

昭 平
（年度）

（人）

令

●ピーク時の平成5年度
から990人削減

●清掃事業移管の平成12年度
から791人の削減
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第４章 新たな行政経営システムの展開 

（５） 積立金の推移

基金残高は、平成 15 年度には 21 億円まで減少しましたが、平成 16 年度以降は増加傾向にあ

り、残高を着実に増やしています。 

平成 26 年度は、新庁舎保留床等購入経費の財源として 136 億円の基金を取り崩し、平成 27 年

度は旧庁舎跡地活用収入 191 億円を原資に、183 億円の基金を積み立てました。令和元年度は投

資的経費の財源に活用するため基金を取り崩したことなどにより、前年度比 112 億円の減となる

333 億円となりました。 

令和４年度は前年度と同様に、基幹歳入が当初の見込みを上回ったことから、積立額の増額を

行うなど将来の需要に備える対応をしたため、年度末残高は前年度比で 61億円の増となる 507 億

円と、過去最大になりました。 

下のグラフは、景気の変動等に備え、年度間の財源の調整を行うための貯金である財政調整基

金の残高の推移と、取り崩しの状況をみたものです。 

平成 12 年度には残高が 1 億円を下回る危機的な状況となりましたが、平成 27 年度以降は、概

ね 200 億円前後で推移しています。令和４年度末残高は 187 億円となっており、目標とする標準

財政規模の２割を達成しています。 

基金残高の推移

財政調整基金残高の推移
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未来戦略推進プラン２０２４

（６） 借入金残高の推移

 特別区債残高や土地開発公社等への借入金残高は、平成 11 年度には過去最高となる 872 億円も

の規模にまで増加しました。 

平成 12 年度以降は財政健全化に取り組み、平成 22 年度には土地開発公社等借入金を完済しまし

た。また、新規の借入れを抑制することで、平成 23 年度以降の区債残高は 200 億円台で推移して

おり、令和４年度は 211 億円となっています。 

（７） 施設関連経費の状況

令和４年度の施設関連経費は約 361 億円で、前年度と比較して約 18億円、約 5％増加していま

す。なお、一般会計歳出総額に占める割合は 24.9％です。 

令和４年度は、前年度と比較して、池袋第一小学校、豊島区児童相談所・長崎健康相談所、西

部生活福祉課複合施設などの新設整備等による施設建設費・大規模改修経費の増加が大きかった

ことが、施設関連経費増の主な要因です。 

区では、平成 27年度に策定した施設等の総合的かつ中長期的な管理計画である「豊島区公共施

設等総合管理計画」に基づき、人口の推移やまちづくりの動向を踏まえた、施設等の適切な整備・

更新を進めていきます。 

起債・借入金残高の推移

 平 令
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第４章 新たな行政経営システムの展開 

※施設関連人件費には、会計年度任用職員の経費を含めている。 

※施設使用料等は、使用料、雑入の科目から施設関係の歳入を集計した。

令和６年４月現在、区は 283 カ所、約 44.0 万㎡（床面積）の施設（簡易な建物及び文化財を除

く）を保有しています。そのうち、区立小中学校が仮校舎を含め 31 カ所・約 19.0 万㎡、その他

の区有施設が 252 カ所・約 25.0 万㎡となっています。築年度別の床面積は下記のグラフのとおり

です。 

グラフのとおり、今後施設の老朽化が順次進んでいきます。施設の老朽化への対応についても、

「豊島区公共施設等総合管理計画」に基づき、総合的、中長期的な観点から更新や活用等の方策

を検討していきます。 

増減額
（百万円）

①施設建設費・大規模改修経費 9,058 28,525 10,914 12,866 15,659 2,793 21.7 %

②用地等取得費 2,593 3,726 2,402 1,381 1,089 △ 292 △ 21.1 %

③補修工事費等 1,278 1,917 1,511 1,339 1,472 133 9.9 %

④施設管理運営経費 12,094 14,377 13,158 11,172 11,214 42 0.4 %

⑤施設関連人件費 6,144 5,955 8,741 7,544 6,674 △ 870 △ 11.5 %

　合　　　　 計（Ａ） 31,167 54,500 36,726 34,302 36,108 1,806 5.3 %

⑥施設使用料等 （Ｂ） 3,117 3,107 2,928 2,978 3,208 230 7.7 %

施設収入を加味した経費
（Ａ－Ｂ）

28,050 51,393 33,798 31,324 32,900 1,576 5.0 %

一般会計決算歳出総額（百万円） 128,594 142,460 150,469 143,696 144,730

歳出総額における
施設関連経費(Ａ)の割合

24.2% 38.3% 24.4% 23.9% 24.9%

平成30年度
（百万円）

令和元年度
（百万円）

令和２年度
（百万円）

令和３年度
（百万円）

令和４年度
（百万円）

令和３年度→令和４年度

増減率
施　設　関　連　経　費

施設関連経費の推移

施設関連経費の推移
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未来戦略推進プラン２０２４

（８） 財務書類から見た豊島区の財務状況

貸借対照表（バランスシート）は豊島区の財政状態（資産・負債・純資産の残高及び内訳）を表

すものです。令和４年度は資産が 4,291 億円、負債が 597 億円、純資産が 3,694 億円となってい

ます。 

貸借対照表により、現在の“資産”を形成するために要した、これまでの世代の負担と、将来

世代の負担がわかります。社会資本整備の結果である「有形・無形固定資産」に対し、将来償還

が必要な負債である「地方債残高」の割合が大きければ、将来世代の負担が大きいと言えます。

この割合のことを「社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）」と言い、令和４年度

においては 5.7％となっています。 

負債
将来世代の負担（特別区債等）　 597億円

純資産（資産－負債）
これまでの世代の負担 3,694億円

貸借対照表（一般会計等）【令和4年度決算】

資産
区が保有する財産（道路、公園、学校などの

　公共施設、基金、現金預金等）

4,291億円

（単位：千円）

　[資産の部] 　[負債の部]

　固定資産 400,465,612 　固定負債 51,138,226
  　有形固定資産 366,238,527   　地方債 19,329,894
　　　事業用資産 237,705,626 　　退職手当引当金 12,649,051

　　　インフラ資産 127,385,300 　　その他 19,159,281
　　　物品 1,147,601

 　 無形固定資産 607,214   流動負債 8,540,312
  　投資その他の資産 33,619,870     １年内償還予定地方債 1,720,412

　　　投資及び出資金 599,916     未払金 9,028
　　　長期延滞債権 1,229,684     前受金 250,000

　　　長期貸付金 2,580     賞与等引当金 1,075,844
　　　基金 31,911,203     預り金 4,739,063

　　　徴収不能引当金 △ 123,513     その他 745,965

　流動資産 28,608,416 　負債合計 59,678,538
　　現金預金 9,338,584

　　未収金 567,345   [純資産の部]

　　短期貸付金 -     固定資産等形成分 419,251,183

 　 基金 18,785,571     余剰分（不足分） △ 49,855,693
 　 徴収不能引当金 △ 83,084

　純資産合計 369,395,491

　資　産　合　計 429,074,028 　負債・純資産合計 429,074,028

　　　　　　　　　（注）数値は、端数処理等の関係で総額と内訳の合計が一致しない場合があります。

借　　方 貸　　方
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第４章 新たな行政経営システムの展開 

行政コスト計算書（一般会計等） 

行政コスト計算書は、資産形成以外の人的サービスや給付サービスなど、豊島区がどのような

行政サービスを提供したのかをコスト面から把握するものです。令和４年度の純行政コストは

1,161 億円となっており、そのうち、社会保障給付などの「移転費用」が最も高い割合を占めてい

ます。経常費用から、行政サービスの対価である経常収益を差し引いた額が純経常行政コストと

呼ばれ、行政サービスの提供に要した純粋なコストを表します。令和４年度における純経常行政

コストは 1,159 億円となっています。 

純資産変動計算書（一般会計等） 

 純資産変動計算書は、当年度の純資産がどういった要因で、どの程度変動したのかを表すもの

です。令和４年度末の純資産残高は 3,694 億円となっています。財源（税収等及び国県等補助金）

と純行政コストの差額（本年度差額）はプラスとなっており、それに無償所管換等を加算した 220

億円が令和４年度の増加額となります。 

（単位：千円）

経常費用(a) 124,278,720

業務費用 61,634,673

人件費 22,773,803

物件費等 36,307,277

その他の業務費用 2,553,593

移転費用 62,644,047

補助金等 14,915,739

社会保障給付 37,621,478

他会計への繰出金 10,001,575

その他 105,256

経常収益(b) 8,363,430

純経常行政コスト(c)= (a)- (b) 115,915,290

臨時損失(d) 207,327

臨時利益(e) 16,884

純行政コスト(f)=(c)+ (d)-(e) 116,105,733

（単位：千円）

前年度末純資産残高(a) 347,363,416

純行政コスト(△)(b) △ 116,105,733

財源(c) 130,742,217

税収等 84,534,918

国県等補助金 46,207,299

本年度差額(d)=(b)+（c） 14,636,484

無償所管換等(e) 7,395,590

本年度純資産変動額(f)=(d)+(e ) 22,032,074

本年度末純資産残高(g)=(a)+(f) 369,395,491

［計画事業編］11



未来戦略推進プラン２０２４

資金収支計算書（一般会計等） 

 資金収支（キャッシュ・フロー）計算書は、当年度の現金収支の状況を①業務活動②投資活動

③財務活動の３つの活動区分に分けて表すものです。業務活動収支（経常的な行政サービスを提

供するための現金収支）は 172 億円のプラス、投資活動収支（公共施設の整備、基金、貸付に係

る現金収支）は 157 億円のマイナス、財務活動収支（区債に関わる現金収支）は 21 億円のマイナ

スとなり、令和４年度の資金収支は７億円のマイナスとなっています。これに前年度末の資金残

高を加算した 46 億円が令和４年度末の資金残高となり、さらに歳計外現金残高を加算した 93 億

円が令和４年度末の現金預金残高となっています。 

（単位：千円）

業務活動収支(a) 17,195,555

業務支出 119,239,145

業務収入 136,434,699

投資活動収支(b) △ 15,731,185

投資活動支出 25,430,351

投資活動収入 9,699,166

財務活動収支(c) △ 2,143,093

財務活動支出 2,622,093

財務活動収入 479,000

本年度資金収支額(d)=(a)+(b)+ (c) △ 678,723

前年度末資金残高(e) 5,278,244

本年度末資金残高(f)=(d)+(e ) 4,599,521

本年度末歳計外現金残高(g) 4,739,063

本年度末現金預金残高(h)= (f)+ (g) 9,338,584

［計画事業編］12



第４章 新たな行政経営システムの展開 

日本は人口減少社会に入り、将来的には豊島区も人口減に転じることが想定されます。これか

らの区政は、少子高齢・低成長社会において、SDGs の推進やデジタル技術の発展など急速な社会

の変化や新たな潮流に、迅速かつ的確に対応していくことが強く求められています。 

区では、これまでも区民目線での行政運営、様々な主体との参画と協働による分かりやすい区

政の推進に取り組んできました。地域が必要とする公共のニーズがさらに多様化し、増加してい

くことが見込まれる中、行政経営のあり方にも新しい視点を取り入れながら、不断の改革を行っ

ていく必要があります。 

限りある経営資源の中で、行政の役割を確固として果たし、参画と協働の仕組みを発展させな

がら、目指す都市像の実現や様々な施策の着実な推進を支える行政経営を展開していきます。 

（１） スリムで変化に強い行政経営システムの構築

常に柔軟かつ効率的な組織運営を追及するとともに、絶えず成果重視の視点から事業の有効性

や必要性を点検し、改善による効率化を図ることで、持続可能な行政経営システムを構築します。 

［主な取組］柔軟な組織運営の推進／マネジメントサイクル（PDCA）の活用／ 

業務プロセスの再構築／ビルド・アンド・スクラップによる事業の再構築 

（２） 適正な定員管理

「最少の経費で最大の効果」を挙げるため、行政資源を最大限に有効活用するとともに、新た

な行政ニーズや課題に対応するため、柔軟かつ効率的な組織運営や人材の育成などに努め、少数

２ 行財政システム改革の目標

新たな行政経営システムの展開 

１ スリムで変化に強い行政経営システムの構築 

３ デジタルガバメントの構築 

４ 持続可能な財政構造の確立 

５ まちの魅力を高め、区民の生活を支える戦略的な情報発信

２ 適正な定員管理 

６ 公共施設等の総合的かつ計画的なマネジメントの推進 
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未来戦略推進プラン２０２４

精鋭による執行体制を推進します。 

全ての職員が共に働く職員の働き方を理解し、互いに能力を発揮し、誰もが活躍できる職場環

境をつくります。 

［主な取組］柔軟な定員管理／人材育成と職場環境整備 

（３） デジタルガバメントの構築

区民のニーズに応じた多様なサービスの提供や、業務改革、職員の働き方改革などを、デジタ

ル･トランスフォーメーション（DX）の視点から推進します。 

デジタル技術を活用した地域課題の解決に向けて、地域の様々な主体による公共データの積極

的な利活用を促進します。 

［主な取組］区民サービスのデジタル化／デジタルを活用した業務改革／民間との協働・デー 

タ利活用による新たなまちづくり／職員や区民の ICT リテラシーの向上 

（４） 持続可能な財政構造の確立

必要な財政需要に確実に対応できる、計画的かつ安定的で持続可能な財政運営を継続します。 

財源確保の取組を行いながら、適切な収納対策により、区税や保険料などの収入が安定して確

保され、行政サービスの利用においても、受益者負担の適正化を保っていきます。 

［主な取組］計画的・安定的な財政運営／歳入確保の取組 

（５） まちの魅力を高め、区民の生活を支える戦略的な情報発信

進化するデジタルツールの特性を有効に活用し、必要な区政情報を誰もが手軽に利用できる情

報発信を実現します。 

地域の魅力を最大限に引き出し、その魅力を国内外に戦略的に発信することにより、世界を魅

了し、まちの価値を高め、区民の皆さんの誇りや愛着を醸成し続けます。 

［主な取組］多様な媒体を活用した効果的な情報発信／国内外への戦略的な広報の推進／ 

広報マインドをもった職員の育成 

（６） 公共施設等の総合的かつ計画的なマネジメントの推進

必要な区民サービスを持続的に提供しつつ、健全性や安全性を保っていくため、建物とインフ

ラを含めた公共施設等を総体的かつ中長期的な視点から管理・運営・活用をしていきます。 

［主な取組］公共施設等マネジメントの推進／施設の適正管理等の方針 
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第４章 新たな行政経営システムの展開 

本区の財政基盤を支える一般財源歳入（特別区民税、特別区財政調整交付金など）は、景気の

動向に大きく左右されます。社会経済や行政需要の変化に適切に対応し、安定的な行政サービス

を維持していくためには、財政構造の弾力性を確保していく必要があります。 

これまでの財政健全化に向けた取組や、本区が推進してきた様々な施策の推進、人口増などに

よる特別区民税歳入の増加などにより、令和４年度末には、基金残高 507 億円が借入金残高 211

億円を 296 億円上回り、過去最大の貯金超過を達成しました。少なくとも今後数年間の喫緊な需

要に的確に応えることのできる健全な財政基盤を構築することができました。   

収束が見通せない物価高騰の影響下においても、引き続き区民生活の維持・向上や区内事業者

への支援を行いながら、計画的な財政運営に取り組んでいきます。 

中長期的に持続可能な財政構造を維持するために、経常収支比率の改善や、財政調整基金残高

の確保、「貯金」と「借金」のバランスの維持に努めていきます。 

経常収支比率は、人件費や公 

債費のように簡単に縮減する

ことが困難な「経常的経費」に

住民税などの経常一般財源が

どの程度費消されているかに

よって財政構造の弾力性を測

定しようとするものです。 

経常的経費に充てる経常一

般財源の割合が少ない程、臨時

に発生する需要に充てること

ができる財源が多くなり、経済

や社会の変化、区民需要にも適

時・適切に対応することができ

ることになります。 

財政指標等による目標の設定

① 経常収支比率（財政構造の弾力性の維持）

経常収支比率
　　　　　　（％）

＝
経常的経費充当一般財源の額

経常一般財源総額 ×100

計画的・安定的な財政運営３

経常収支比率の推移
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未来戦略推進プラン２０２４

本区の経常収支比率は、平成 11 年度には 98.5％となるなど財政構造は弾力性を失っていまし

たが、財政調整交付金の増加や人件費の縮小などの効果によって、平成 18 年度には 75.9％まで

改善しました。その後一旦上昇したあと、平成 29 年度までは５年連続で 80％未満を維持しまし

た。令和４年度は、特別区税、特別区財政調整交付金の増などにより、経常一般財源歳入が増加

したため、前年度比で 0.6 ポイント改善し 80.6％となりました。

        現在               令和８（2026）年度の目標 

目標達成に向けて 

特別区民税など一般財源の収入の確保に努める。 

職員定数及び人件費の適正管理に努める。 

将来の財政負担を見据えた、計画的な区債発行に努める。 

財政調整基金は、大幅な税収増や剰余金が

あった場合に積立て、景気変動等による著し

い財源不足の場合に取り崩し、年度間の財源

の調整を行うことにより、財政の健全な運営

を図ることを目的としています。近年の本区

の一般財源歳入（区税や財政調整交付金など）

は景気変動により、単年度で 40～50 億円程

度増減していることから、数年間の一般財源

歳入の変動にも対応するためには、最低でも

150 億円程度（標準財政規模の２割以上）の

積立金が必要です。 

令和３年度と令和４年度は、当初の想定を上回る一般財源歳入があったため、補正予算により

財政調整基金への積み増しを行いました。この結果、令和４年度の残高は 187 億円となり、標準

財政規模に対する本基金残高の比率も、標準財政規模の 24.2％を確保しました。 

        現在                 令和８（2026）年度の目標 

目標達成に向けて 

可能な限り積立を行うとともに、取り崩しを最小限に抑えるような財政運営を行う。 

財政調整基金条例第２条第１項に基づき、決算純剰余金の全額を直接財政調整基金に編入

し積立をする。 

70～80％の 

適正範囲の維持 

複数年にわたる年度間の 

財源調整が可能な積立額 

標準財政規模の２割以上 

（令和 4年度は 154 億円以上） 

②財政調整基金積立額（財源調整機能の確保）

令和４年度末 

187 億円 

23 区中 20 位 

（標準財政規模の 24.2％） 

80.6％ 

23 区中 19 位 

標準財政規模に対する財政調整基金残高の比率
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第４章 新たな行政経営システムの展開 

平成 11 年度末に 872 億円と過去最高だった借入金総額（22 年度に完済した土地開発公社の分

割償還金等を含む）は、平成 25 年度末には 218 億円まで縮減しました。一方で、全ての実質的な

基金は合計で 236 億円となり、平成２年度以来 23年ぶりに「貯金」が「借金」を上回る状況を達

成することができました。 

令和４年度末の基金残高は 507 億円となり、令和４年度末起債残高 211 億円と比較すると「貯

金」が「借金」を 296 億円超過することになりました。  

区民生活の向上やまちの発展を実現するには、当面、基金を活用することになるため、貯金超

過額の縮小も想定されますが、区民生活をしっかりと支えながら、「貯金」と「借金」のバランス

の維持に努めていきます。 

現在                令和８（2026）年度の目標 

目標達成に向けて 

基金の計画的かつ積極的な積み増しに努める。 

将来の財政負担を見据えた、計画的な区債発行に努める。

基金残高と起債残高の 

バランスの維持

③バランスの取れた基金残高（貯金）と起債残高（借金） 

令和４年度末 

296 億円貯金超過 

基金残高 507 億円 

起債残高 211 億円 

基金残高と起債残高の推移

貯金507億円

借金211億円

借金872億円

836億円の

借金超過 

貯金36億円 

296億円の貯金超過 
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